
保育所等の整備促進を税制面から支援します！

有料で借り受けた者が保育所等

として使用する土地に対する

固定資産税・都市計画税の減免

次の（１）～（３）までの要件をすべて満たす土地

（１）以下のいずれかの用途に使用されていること。

・認可保育所

・認定こども園（幼稚園型を除く。）

・認証保育所

・小規模保育事業所

・事業所内保育事業所（利用定員６人以上）

（２）上記（１）の設置者に有料で貸し付けられていること。

（所有者が設置者に直接貸し付けている場合に限る。）

（３）平成28年11月1日から令和9年４月１日までの間に、

以下の①及び②が行われたこと。（裏面参照）

① 当該土地に係る賃貸借契約を新たに締結

② 上記①の契約締結後、保育所等を新規開設

減免対象

東京都 有料保育所減免

土地が所在する区にある都税事務所お問い合わせ先

１０割

５年度分
（新規開設日の翌年の１月１日を賦課期日とする年度分から適用）

減免割合

減免期間

新規開設日の翌年の６月３０日まで
（土・日・休日の場合は翌開庁日まで）

申請期限

25－04有保



減免の対象となる契約形態は、以下の事例Ａ～Ｃに限ります。

②土地所有者がその敷地の上に建つ家屋（保育所）を所有しており、当該家屋の賃貸借契約締結後、

保育所等を新規開設した場合。

事例Ａ

家屋 400㎡（１階部分100㎡が認可保育所）

①

① ② ③

以下の事例の場合、減免対象外となりますのでご注意ください！

・ 移転を伴わず、従前の場所で保育所等へ移行（施設種別の変更）が行われた場合

・ 移転を伴わず、従前の場所で保育所等の設置者変更が行われた場合

・ 平成２８年１０月３１日以前に締結した契約を解除し、再契約した場合

①平成２８年１１月１日以降に甲と乙が家屋の賃貸借契約を締結

甲：土地・家屋所有者 乙：保育所等設置者

②

②乙が保育所等を開設

事例Ｂ ①

①甲と乙が土地の賃貸借（or 無償貸与）契約を締結

甲：土地所有者 乙：土地賃借人（家屋所有者） 丙：保育所等設置者

②平成２８年１１月１日以降に乙と丙が家屋の賃貸借契約を締結
③丙が保育所等を開設

事例Ｃ

①平成２８年１１月１日以降に甲と乙が土地の賃貸借契約を締結

②乙が保育所等を開設

②

甲：土地所有者 乙：保育所等設置者

地 積 保育所部分の床面積 家屋の総床面積 減免対象となる土地

200 ㎡ × 100 ㎡ ／ 400 ㎡ ＝ 50㎡

※ 共用部分（廊下、玄関等）は減免対象に含まれませんのでご注意ください。

当初税額 減免対象となる土地 総地積 減免税額

400,000 円 × 50㎡ ／ 200㎡ ＝ 100,000 円

計算例

土地 200㎡（税額：400,000円）


